様式 １











神戸ウォーターフロント京橋地区
波止場町緑地　整備・運営事業

応募申込書









（応募者名）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


様式 2-1（代表企業）
応募申込書
年　月　日
神戸市長 宛
	応　募　者(代　表　企　業)
	所在地
	〒


	
	ふりがな
法人名
	

	
	ふりがな
代表者
	
	実印



当社は、「神戸ウォーターフロント京橋地区　波止場町緑地　整備・運営事業　事業者募集要項」の記載内容を承知のうえ、必要書類を添えて参加を申し込みます。

	連　絡　先
	所在地
	〒


	
	部署名
	

	
	担当者
役職・氏名
	

	
	担当者
連絡先
	TEL：
E-mail：




様式 2-2（構成企業）
応募申込書
年　月　日
神戸市長 宛
	応募者
（構成企業）


	所在地
	〒


	
	法人名
	

	
	代表者
	
	実印

	応募者
（構成企業）

	所在地
	〒


	
	法人名
	

	
	代表者
	
	実印

	応募者
（構成企業）

	所在地
	〒


	
	法人名
	

	
	代表者
	
	実印

	応募者
（構成企業）

	所在地
	〒


	
	法人名
	

	
	代表者
	
	実印




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式 3-1
神戸市税に関する誓約書 兼 調査に関する承諾書
年　月　日
神戸市長 宛

１．申請者は、以下のことを誓約します。
（１）納期限が到来している神戸市税に未納がないこと。
（２）上記（１）が事実と相違する場合、「神戸ウォーターフロント京橋地区　波止場町緑地　整備・運営事業　事業者募集要項」の応募申込資格を有すると認められず、もしくは既になされた当該認定を取り消されても異議のないこと。
２．上記１．（１）の確認のため、申請者は以下のことを承諾します。
　　全ての神戸市税（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税（種別割）、特別土地保有税、事業所税、入湯税、市たばこ税及び延滞金等徴収金を言う。）の納付又は納入状況、課税状況、申告状況及び猶予制度の適用状況を、神戸市が調査し、その調査結果を「神戸ウォーターフロント京橋地区　波止場町緑地　整備・運営事業　事業者募集要項」の申込資格の審査及び確認に利用すること。
３．上記１の誓約及び２の承諾の有効期限は事業用定期借地権設定契約の締結日までとします。

申請者【法人】
	（ふりがな）
法人名
	

	（ふりがな）
代表者　職・氏名
	

	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	登記上の本社・本店
所在地
	〒


□上記の本社・本店は神戸市の法人市民税の課税対象ではない。
↑本社・本店が神戸市内に所在する場合で、法人市民税の課税対象とはならない事務所（名目本店）は、必ず、チェックボックスにチェックを入れてください。

	法人市民税の課税対象となる神戸市内の事務所等、寮等を記入ください。
（本社・本店含む）
	※事務所数が多い場合は空欄又は別紙にご記入ください。

	担当者名
	氏名：　　　　　　　　　　電話番号：
※法人へ市税に関して確認の連絡をすることがあります。
※法人の担当者のお名前、連絡先を必ずご記入ください。


　　　※本様式は、代表企業の全てが各１通作成して提出してください。
様式 3-2
誓　約　書
年　月　日
神戸市長 宛

　応募予定者登録申込の提出にあたって以下の事項を誓約します。

１．暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員若しくは役員又は実質的に経営に関与する者が暴力団員である法人等、その他暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者（神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成22年５月 26日市長決定）第５条に該当するもの）等でないこと。
２．以下の事項に該当しないこと。
（1）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続きの申し立て、若しくは民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされている者（ただし、更生計画認可決定、再生計画認可決定がなされている場合はこの限りでない。）
（2）本市における不動産の売り払いにかかる契約手続きにおいて次の事項のいずれかに該当すると認められる者で、その事実があった後２年を経過しない者。その者を代理人、支配人、その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても同様とする。
　　ア 競争入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正な価額の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者。
　　イ 落札者が契約を締結すること又は契約の相手方が契約を履行することを妨げたもの。
　　ウ 正当な理由なくして契約を履行しなかった者。
（3）禁固以上の刑に処され、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者に該当する役員がいる団体。
（4）国税（法人税,消費税）、地方消費税及び本市が賦課する税について未納の税額がある者。 
３．上記１及び２が事実と相違する場合、「神戸ウォーターフロント京橋地区　波止場町緑地　整備・運営事業　事業者募集要項」に参加申込できないと認定されても異議のないこと、又は参加申込受付後に事実の相違が発覚した場合、参加申込を無効とされても異議のないこと。

	 登記上の所在地
	

	 本店の所在地
	

	 電　話
	

	 名　称　　（ふりがな）
	

	 代表者氏名（ふりがな）
	（実印）


　　　※本様式は、代表企業、構成企業の全てが各１通作成して提出してください。
様式 4-1
企業（連合体）調書
	
	企業名及び
担当部課名
	事務分担
内容
	会社概要

	
	
	
	自己資本金
	従業員数
	自己資本比率
	年　商

	代表企業
	
	
	百万円
	名
	[bookmark: _GoBack]％
	百万円

	
	担当部課
	
	
	
	
	

	構成企業
	
	
	百万円
	名
	％
	百万円

	
	担当部課
	
	
	
	
	

	
	
	
	百万円
	名
	％
	百万円

	
	担当部課
	
	
	
	
	

	
	
	
	百万円
	名
	％
	百万円

	
	担当部課
	
	
	
	
	

	
	
	
	百万円
	名
	％
	百万円

	
	担当部課
	
	
	
	
	

	
	
	
	百万円
	名
	％
	百万円

	
	担当部課
	
	
	
	
	

	
	
	
	百万円
	名
	％
	百万円

	
	担当部課
	
	
	
	
	



様式 4-2
業務分担調書
	業　務
	企業名・内容・その他

	事業方針
施設全体計画
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　　　　※ 各業務別の担当が分かるように記載すること。
　　　　※ 執行体制及び運営体制、業務内容等を記載すること。
　　　　※ 未定の場合は「未定」と記載すること。
